
(10)新 規開発食品等バイオテクノロジーを応用 した食品の衛生学的実態調査

ア 調査目的

近年、バイオテクノロジーの実用化が進み、食品分野においても、これらの技術が もたらす

可能性は非常に大きなものと考えられる。各企業での研究開発も盛んになっているが、従来用

いられてこなかった技術であるだけに、生産されたバイオテクノロジー応用食品についてはそ

の安全性について、充分検討 されることが必要 と思われる。

バイオテクノロジーと称される技術のうち、細胞融合、細胞培養といったものはすでに植物

の育種 ・改良に用い られ、新たに作出された植物体は試作品として市場に現れ始めている。 し

か し、植物には元来 ヒトに対する有害成分が多 く存在 し、これらの技術を用いて新 しく生産さ

れた食品に、これらの量的または質的変化が起こる可能性は否めない。 じゃがいもには植物ア

ルカロイ ドの一種であるソラニ ンが存在し、しば しばヒトに食中毒をおこすことが知 られてい

る。また、アブラナ科の植物にはシニグリン、アリルイソチオシアネー トといった天然の毒性

物質が存在す ることが知られている。そこで、今回、バイオ食品として一般に市販されている

細胞育種技術を用いた じゃがい もについて、また、キャベツ、コマツナを元に胚培養された千

宝菜について、これ らの含有量を中心とした調査をおこなった。

イ 調査方法

(ア)調査期間

平成3年4月 か ら4年3月

(イ)対象品目

(1)バ イオ じゃがいも(細 胞育種技術を用いて開発されたもの)

(a)バ イオ じゃがいもR(外 皮が赤色:徳 之島産新 じゃがいも)

(b)バ イオ じゃがいもP(外 皮が暗紫色:徳 之島産新 じゃがいも)

(2)千 宝菜(バ イオ野菜として市販されているもの:静 岡産、12～1月 に収穫)

(3)対 照野菜(バ イオ じゃがいも及び千宝菜の対照品)

(a)在 来種 じゃがいも

5検 体(九 州産新 じゃがいも3検 体、北海道産旧じゃがいも2検 体)

(b)元 野菜:千 宝菜の品種作成の元になった野菜でキャベツとコマツナ

4検 体(千 葉産キャベツ2検 体、東京産 コマツナ2検 体)

(ウ)検査項目及び方法

(1)じ ゃがいも

全ソラニ ン(α-ソ ラニ ンとα-チ ャコニ ンの合計)及 び栄養分析を行った。

バイオ じゃがいもは、入手直後(ほ ぼ収穫直後)を0月 目とし、2ヵ 月後、4ヵ 月後に

上記検査項 目を経時的に調べた。試験に供するまでの間は、4℃ の暗所で保存 した。

在来種は入手直後のみを検査した(新 じゃが は収穫から1ヵ 月以内、旧ジャガは4～6

ヵ月経過と推定)。

全ソラニ ンについては、泥をおとす程度に水洗 したのち、皮をつけたままの全体(以 下

―435―



「全体区」)、 および芽の部分のみ(以 下 「芽区」)を 検体 とした。同時に、沸騰水で約

20分(箸 がとおる程度)加 熱 したのち、全体区、芽区を同様に検査 した。栄養分析につい

ては、可食部分を検体と した。

じゃがいもの検査区分

(2)野 菜

シニグリン、ア リルイソチオシアネー ト、動物試験、復帰突然変異試験(Ames試 験)及

び栄養分析を行った。

(エ)検査機関:衛 生研究所食品研究科中毒化学研究室、栄養研究科食品分析研究室及び生化学

研究室

ウ 検査結果

(ア)じ ゃがいもについて

(1)全 ソラニ ンの経時的変化 と在来種との比較は、図-1か ら図-3に 示すとおりである。

バイオ じゃがいも2種 は、その経時的変化 において互いによく似た挙動を示 した。2ヵ 月

目では、いずれの区分においても、バイオ じゃがいものα-ソ ラニン、α-チ ャコニンは、

在来種の値を超えなかった。4ヵ 月目では芽の α-ソ ラニン、α-チ ャコニ ンは生、加熱

共に在来種の値を大幅に超えた。全体では、バイオ じゃがいもPの α-ソ ラニ ンのみ生、

加熱共に在来の値をやや超えた。 しか し、全 ソラニ ンで比較すると、4ヵ 月経って も在来

種の値を超えるものはなかった。

(2)栄 養成分の経時的変化 と在来種 との比較は、図-4か ら図-5に 示すとおりである。バ

イオじゃがいものナ トリウム、カリウムは、在来種に比べ多い値を示 した。

また、バイオじゃがいものアスコルビン酸は、0月 目は在来種に比べると、やや高い値

を示 したが、時間がたっにつれて減少 した。

(イ)野菜について

(1)シ ニグリン、ア リルイソチオシアネー トは、表-1に 示すとおり、いずれの検体か らも
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検出されなかった。

(2)動 物試験は、表-1に 示すとおり、いずれの検体 も異常を認めなかった。

(3)復 帰突然変異試験は、表-1に 示すとお り、いずれの検体 も変異原性を認めなかった。

(4)栄 養分析は、図一6に 示すとおりである。千宝菜はキャベツ、小松菜と比べナ トリウム

が高い値を示 した。

工 考察とまとめ

(ア)じ ゃがいも

全ソラニ ン含量は表皮 ・芽の部分に多 く、光線への曝露により緑化 した部分では特に多 く

なることが知 られている。

今回、バイオ じゃがい もを試験するにあたっては、光や温度の影響を避けるため、冷暗所

で保存をおこなったが、2ヵ 月から4ヵ 月目までの間に芽は急激に伸び、約3cm程 度になっ

た。全 ソラニ ン値の変化はこれに連動 した ものと考えられる。

全ソラニ ンのヒ トに対する最低有害作用量(LAEL)は 、体重1kgあ たり2～3mgと いわれ

ている。従って、体重60kgの ヒトでは、120～180mgの 全ソラニ ンが摂取されれば、何 らか

の毒性を示すことになる。今回の結果の最大値8.6mg%を 当てはめると、在来種、バイオじ

ゃがい もの0、2、4ヵ 月目に限らず、生の じゃがいもを10kg以 上食べなければLAELに は達

しないことになる。しかし、バイオじゃがいもでは4ヵ 月程度保存 して3cm程 伸長 した芽区

には100g中 に250mg程 度の全 ソラニンが含まれていることが、今回の調査でわか った。こ

れは、在来種の芽の最大値の3倍 強であり、芽区約50gで 体重60kgの ヒ トのLAELに 達するこ

とになる。

在来種の じゃがいもの中には収穫か ら4ヵ 月以上経過 していたと考えられるもの もあった

が、 これほど芽の出ていた検体はなかった。なぜ、バイオ じゃがいもの芽がこのように伸長

したかは不明であるが、季節的変動、あるいは芽の出方に関与する遺伝的な要因が在来の も

のとは違 っていた可能性なども考えられ、今後調査してみる必要がある。

バイオじゃがいもの栄養分析については、在来種 と比べて、多く含有されていたのはナ ト

リウム、カ リウムであった。これには土壌又は肥料などの影響が考えられるが、今回の調査

だけでははっきりとは分か らなかった。また、このバイオじゃがいもはビタミンCが 多いと

いうふれ こみで販売されていたが、今回の結果か らは比較的多いグループに入るが、必ず し

も多いとは言えなかった。

(イ)野 菜

千宝菜はキャベツ、コマツナを元につくられた野菜であるが、キャベツ、 コマツナを含め、

今回調査 した項目の範囲内では安全性に問題となるような結果は認められなか った。

オ おわりに

今回検体としたバイオじゃがいも及び千宝菜 は、収穫期がそれぞれ前者が2～3月 、後者が

12～1月 と季節的に限られたものだったので、他の収穫期のものについて も調査する必要があ

ると考えられる。
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また、いわゆるバイオ技術を用いて開発 ・生産されている食品は今回調査 した ものに限らず、

野菜類、三倍体魚介類、ア ミノ酸類等多種類あり、今後 もこれ らを中心に安全性評価の一助と

しての調査研究が必要と思われ る。

さらに、検査項 目も、天然に含有 される有害物質の変動、動物試験、復帰突然変異試験にと

どまらず、たんぱく質の構成成分やアミノ酸のD体/L体 比率等の細胞 レベルについても、在

来の ものと同一性を有するものといえるかどうかまで調査する必要がある。
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図-1バ イオじゃがいも中のα-ソ ラニンの経時的変化

図-2バ イオじゃがいも中のα-チ ャコニ ンの経時的変化

図-3バ イオ じゃがいも中の全 ソラニンの経時的変化

(図-1～ 図-3の グ ラ フ ・マ ー ク ー○ 生 ・全体 区-● 生 ・芽 区 …△ 加熱 ・全 体 区 …▲

過 熱 ・芽 区)
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表-1「 千宝菜」と元野菜に含有される有害物質の比較

1)… 検出限界以下を示す
。2)… 異常を認めなかったことを示す。

3)… 変異原性を認めなかったことを示す。

(11)畜 肉中のホルモン剤の含有実態調査

ア 調査目的

諸外国においては食用家畜の発育促進、飼料効率の向上及び飼養管理の合理化等の目的でホ

ルモ ン剤を使用することは古 くか ら行われてきた。 しか しなが ら、近年、一部の物質に発癌性

があることが明らかになり、また、合成ホルモン剤の残留する食肉を摂取 した影響とみられる

幼児の発育異常が発生するに至 り、ECで は1989.1.1.か ら肉用牛に対す るホルモン剤の使

用を禁止 し、ホルモン剤を使用 した牛肉の輸入を禁止 した。

我国において消費される牛肉の40.0%(1988年)は 輸入品であり、そのうちの90%以 上がホ

ルモ ン剤使用が承認されているアメリカ及びオース トラリアの ものである。輸出入統計から推

察されるように、今後 も輸入量及び輸出国の数 も増加すると考えられ、検査体制の確立が急が

れているところである。

本年度 も輸入食肉を中心 とした畜肉中のホルモン剤の含有実態を把握するため及び国内の規

格基準の設定の一助とするため本調査を実施 した。

イ 実施方法

(ア)検査機関

衛生研究所乳肉衛生研究科食肉魚介化学研究室

(イ)調査項目

エス トラジオール(E)、 プ白ゲステロン(P)、 メレンゲステロールアセテート(MG

A)、 ゼラノール(Z)、 ジエチルスチルベステロール(DES)、 テス トステロン(T)

の6物 質

(ウ)検査方法

紫外部吸収検出器使用高速液体クロマ トグラフィー(UV-HPLC)

電気化学検出器(ECD)及 びGC/MS(SIM)
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(エ)検 査対象

都内に流通する輸入牛肉44検 体

ウ 実施結果

エ まとめ

(ア)検 出された物質は天然型のホルモ ン(黄 体 ホルモン)で ある。

(イ)検 出した11検体の検出値は4～66ppbで あり、これは昭和63年 度から厚生省が行っている

モニタリングで検出された値(10～90ppb)の 範囲内であった。

動物の体内にはエス トロゲン、プロゲステロン、テス トステロンが存在 し、巧妙な調節機

構によってバランスがとられている。また、成熟動物の雌においては性周期(発 情、妊娠の

有無)及 び疾病(卵 巣嚢腫、内分泌系の異常等)等 によって体内のホルモンレベルの変動範

囲が大きい。FDAの 規格でも雌牛のエ ス トラジオール及びプロゲステロンについては規格

設定の必要はないとしている。FAO/WHO合 同食品規格委員会の規格でも天然型のホルモンに

ついては一日摂取許容量(ADI)最 大残留許容(MRL)設 定の必要 はないと結論 してい

る。乳廃牛以外は性別不明であるが検出量 自体は変動の範囲であり、特に問題となる量では

ないと考えられる。
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天然型ホルモ ンの検出値を評価するには肉の雌雄判別が必要であり、流通食肉にそこまで

表示徹底を義務づけるのは困難であると考えられる。

オ 考 察

わが国の輸入食品に対する依存度はカロリーベースで54%を 超え、消費者の輸入食品の安全

性確保に対する関心はとみに高まりをみせている。

肥育用ホルモン剤について危惧されている理由としては、

(ア)人畜共通に効果を発揮する物質である。

(イ)微量で効果を発揮する。

(ウ)わが国では、対象動物、投与量、投与回数、休薬期間等の法的規制の整備がなされていな

い。そのため過剰投与等による畜産物への残留が懸念されている。

(エ)発 ガン性が確認されたのはDESの みであるが、他のホルモン剤についての安全性の確認

が遅れている。

(オ)国 内の検査体制の整備が十分でない。

(カ)家 畜の飼育に関 して人工的に経済効率を高めることについて消費者 とのコンセンサスが得

られていない。

等の理由が上げられる。

食用家畜においては雄の動物の方が成長が早いが、肉質の面では堅 くきめが荒い、雄臭が強い

あるいは飼育管理がしにくい等の短所があり、それらを補 うために古 くから去勢が行われてきた。

また、科学技術の発展に伴い、今世紀半ばから内分泌系に作用する物質が発見 されると共に、よ

り積極的にそれらを生産性の向上に利用することが行われて きた。

家畜の飼養規模が巨大化するにつれ、ホルモン剤使用による飼育期間の短縮、飼料効率の向上

等その経済的効果には著 しいものがあるが、ホルモン剤 自体の副作用、残留性及びそれ らの残留

する食品を摂取 した際の副作用等については未だ不明の点が多い。

畜産物の供給にゆとりがでてきた現在においては、味、堅 さ、脂肪のつきかた等肉質に関 して

は必ず しもプラスの評価のでていないホルモン剤を使用することの意義には考慮の余地があろう。

今後、国内の使用基準、規格基準等を作成する際には生産性のみならず食品としての安全性及

び健全性にも十分な配慮が必要 と考える。
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(12)化 学的合成品以外の食品添加物の衛生学的実態調査

(酵素剤)

ア 調査目的

我国には微生物及び微生物の産生する酵素の働 きを利用 した伝統食品が多い。近年、科学技

術の発達に伴い、このような伝統食品製造メーカーのなかには微生物培養、酵素生産の技術の

基盤に立脚 した、有用物質生産部門の もの も多い。

遺伝子組み換え、細胞融合等のバイオテクノロジーを応用 した菌の能力アップ、新機能開発

等の研究、新素材を取 り入れたバイオ リアクターの開発競争が行われているのがこの分野でも

ある。

また、微生物の力を利用 した生産方法は従来の化学的合成法に比べて環境汚染、所要エネル

ギーが少なく、設備面積 も小さくてすみ、有用な物質を高純度で生産できる等の利点が多いた

め環境保護の面及びコス トの面でも注目されている。

現在、化学的合成品以外の食品添加物たる酵素には食品衛生法上の規格はなく、JIS法 、

飼料安全法に一部の酵素について規格が定められているのみである。

今回、化学的合成品以外の食品添加物として微生物の作用のいわば本体 ともいえる酵素につ

いて規格設定、検査法確立の一助 とするために現在市場に流通 しているものの衛生学的調査と

情報の収集を行なった。

イ 調査対象

市場に流通する酵素製剤146品 目(う ち輸入品21品 目)

内訳:α-ア ミラーゼ(21)、 α-1.6グ ルコシダーゼ(1)、β-ア ミラーゼ(10)、グルコア ミ

ラーゼ(13)、混合アミラーゼ(3)、プルラナーゼ(4)、シクロデキス トリングルコシル トラ

ンスフェラーゼ(2)、インベルターゼ(1)、セルラーゼ(12)、デキス トラナーゼ(1)、ナ リン

ギナーゼ(1)、カタラーゼ(1)、ヘスペリジナーゼ(1)、ヘ ミセルラーゼ(5)、ペクチナーゼ

(9)、ラクターゼ(4)、プロテアーゼ(43)、 レンネット(2)、グルコースイソメラーゼ(1)、

リパーゼ(lD

ウ 調査結果

(ア)成 分分析、重金属及びヒ素等

(1)有 機態窒素、強熱残留物、カルシウム塩、マグネシウム塩、 リン酸塩、塩化物、硫酸塩、

糖分、水分、溶剤(水 分、溶剤は液体の検体で、32検 体実施)

検査結果は表-1の とおり

(2)糖 類

123検体から糖類を検出し、16検 体からでんぷんを検出した。なお、糖類、でんぷんを

検出しない検体は15検体のみであった。

各糖の検出検体内訳:ぶ どう糖49検 体、乳糖30検 体、麦芽糖13検 体、 しょ糖8検 体、果

糖5検 体、 ソル ビッ ト6検 体、多糖類91検 体。また、複数の糖類

を検出 した検体数56検体
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(3)水 分 及 び溶剤

146検 体 中 液体 は32検 体 あ った。

内 訳 、 配 合%は 以 下 の と お り

(a)水 溶 液 は17検 体(各 検 体 の 水 分 含 量%=84.5、40.4、47.3、56.0、53.9、43.6、50.1、

52.8、50.0、75.6、70.0、56.9、55.7、46.9、54.1、41.9、73.9)

(b)水 ・グ リセ リ ン溶 液 は7検 体(配 合%=39.5+47.9、38.1+51.2、43.5+57.6、39.0

+58.4、41.3+45.9、53.1+40.3、61.7+1.0)

(c)水 ・エ タ ノー ル溶 液 は5検 体(配 合%=46.9+3.0、78.6+5.5、73.1+0.3、38.4

+4.6、81.7+6.7)

(d)水 ・エ タ ノー ル ・グ リセ リン溶 液 は1検 体(配 合%=86.1+4.8+10.2)

(e)水 ・プ ロ ピ レ ング リコー ル溶 液 は2検 体(配 合%=61.5+11.8、62.5+13.6)あ った。

溶 剤 を 含 む検 体 が15検 体 につ いて は い ず れ も表示 が され て い な か った 。

(4)ケ イ ソ ウ土

表 示 の あ る もの3検 体 か ら検 出 した ほか 、表 示 の な い もの4検 体 か ら も検 出 した 。

(5)重 金 属

146検 体 中144検 体 が20ug/g以 下 、

2検 体 か らそ れ ぞ れ 銅 を29、 及 び23ug/g検 出。

(6)鉛

す べ て10ug/g以 下

(7)ヒ 素

す べ て2ug/g以 下

(8)ホ ウ素

2年 度 分45検 体 につ い て実 施 。 す べ て0.1%以 下 で あ っ た。

(9)酵 素 活性

検 査 結 果 は表-2の とお りで あ り、1検 体 しか な い酵 素 に つ いて はそ れ ぞ れ 以 下 の とお り

で あ った 。

・α-グ ル コ シ ダー ゼ トラ ンス グル コ シ ダ ーゼ力=2,973(U/g)

・シ ク ロデ キ ス トリ ング ル コ シル トラ ンス フ ェラー ゼ

デ ンプ ン糊 精 化 力=734(U/g)

・α-ア ミラ ー ゼ 、 グル コア ミラ ーゼ 混 合 品 デ ンプ ン液 化 力=460,062(U/g)

・イ ンベ ル ター ゼ イ ンベ ル ター ゼ 力=781(U/g)

・デ キ ス トラナ ー ゼ デ キ ス トラ ナー ゼ力=662(U/g)

・カ タラ ーゼ カ タ ラー ゼ 力=52,000(U/g)

(a)で ん ぷん 糖 化 力 の 検 査 値 と 自社 規 格 の比 較 で は 自社 規 格 の あ る検 体 の 数 は11と 少 な く、

相 関 を み る まで に は 至 って な いが 、1検 体 を除 いて(0.5%)検 査値 は 規 格 値 の77.6～

431.4%の 範 囲 で あ った。
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(b)で んぷん糊精化力の検査値 と自社規格の比較では自社規格のある検体数は11あ り、検

査値は規格値の0.5～375%の 範囲であった。

(c)プ ロテアーゼについては最適条件にて測定 したものを検査値とした。

自社規格値のある検体は31検 体あり、検査値は規格値の96～179.4%の 範囲であった。

(d)リ パーゼについては自社規格値のある検体は7検 体あり、検査値は規格値の83～120

%の 範囲であった。

(e)そ の他の酵素について自社規格値を定めているものがいくつかあったが、80～185%

の範囲であ った。

(イ)細菌検査

(1)細 菌(/g,ml):表-3の とおり。平均値42,542/g

(2)大 腸菌群(/g,m1):検 出せず。142検 体

BGLB(+)4検 体(内 訳0=3検 体,<10=1検 体)

(3)E.coli(/g,ml):検 出せず。146検 体

(4)サ ルモネラ(/g,ml):検 出せず。146検 体

(ウ)ア フラトキシン

平成2年 度はカビ由来の検体について実施。平成3年 度は全検体について実施。

合計136検 体 について実施 し、すべて陰性。

(エ)抗菌活性試験

表-4の とおり。FAO/WHO法 では2検 体、飼料安全法では3検 体が抗菌活性(+)で あっ

た。(+)と 判定 した検体は一致 しない。

工 考 察

(ア)成分分析、重金属及びヒ素等

(1)酵 素はタンパ ク質からなるため、窒素含量から酵素含量の概略を知ることができるので

はないかとの推察に基づき、有機体窒素の含量を測定 した。

(有機体窒素量=総 窒素量-ア ンモニウム体窒素量)有 機体窒素含量 と酵素活性力の値

を比較 したが、相関はみ られなかった。この理由としては、酵素生産の際、微生物培養の

栄養源の大豆 タンパクや脱脂大豆粕等の窒素含有有機物の残留の可能性 と、賦形剤として

添加されたカゼイン等に由来する可能性が考え られる。

また、酵素の場合、失活等 も考慮に入れねばならぬため力価表示が必要である。

(2)今 回の146検 体中140検 体については糖類、塩類、溶剤を添加 したと考えられる。その

内、なん らかの形で表示のあるものが22検体あった。

(3)力 価については各社の試験法に差があるが今後使用者の立場か ら統一的な試験法に基づ

く表示を実施すべきと考える。

(4)重 金属及び ヒ素等の検査では重金属、ヒ素、鉛はすべてFAO/WHOの 規格に適合していた。

銅については由来は不明である。

(5)食 品の製造加工に使用するに際 しては高純度の酵素を少量使用することは高度な技術を
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要する。粗酵素としてあるいは大量の希釈剤を配合 して製剤とした方が価格の面からも取

り扱 う上でも現状に即 している。にもかかわ らず配合成分の表示が徹底 していないのは酵

素の製造、使用に関 して知的財産権が関係するためと考え られる。

(イ)細 菌検査

添加する量を考えると、衛生的に問題はないと考え られる。

(ウ)ア フラ トキシン

酵素製剤メーカーでは酵素生産能力の高い微生物、特殊な性質の酵素生産微生物の開発に

努めている。そうした由来微生物の開発に伴い、生産され る酵素の安全性についてアフラ ト

キ シン以外のカビ毒等 についても、今後 も監視の必要があると考えられる。

(エ)抗菌活性試験

FAO/WHOの 検査方法と飼料安全法の検査方法との比較検討を行った。両者の使用菌株 ・培

.地組成などが異なる等の理由により、判定結果には整合性がなく適切な検査法の確立が必要

である。

オ まとめ

酵素は他の化学的合成品以外の食品添加物と同様、作用の本体を生産するのは生物である。

現在では酵素の多くは人工的に培養、選択 された微生物から製造されている。

酵素製剤の安全性を考えるにあたって考慮すべきこととしては、

(ア)由 来生物の安全性:遺 伝子組換、人為的あるいは自然発生突然変異による高生産能力系の

選抜がなされている。また、世代時間が短いために変異をおこす頻度

も他の生物に比べて高いであろうことが考えられ、常にチェックが必

要である。

ex.カ ビ毒、抗菌活性物質、有害代謝産物の混入

(イ)製 造方法の安全性:(1)培 地成分及びその不純物の混入

ex.重 金属、農薬等

(2)分離精製の過程で使用する物質及びその不純物の残留

ex.硫 酸アンモニウム、エタノール等塩析剤等

(ウ)製剤化するにあたって添加する物質の安全性

ex.糖 、デキス トリン、でんぷん等 賦型剤

リン酸塩等、酸 ・アルカリ等pH調 整剤

微量金属等 活性促進、菌の発育促進

塩化ナ トリウム 保存料として

(エ)固定化酵素については固定化剤の安全性

物質の指定、成分規格、使用基準の制定が必要である。

等の点があげられる。現実の問題としてはロットごとに力価の差があるであろうこと、その

ため製品の配合成分%表 示にあたってはロット毎の検査が必要であること、また、酵素製剤

については抽出物全体を もって酵素の表示でよいとされているが消費者の立場で考えたとき
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果 してこれで十分なのかという心配が残 る。また、賦型剤として糖、デンプンあるいは乳タ

ンパク等が使用されているがその表示については現在法的には食品素材で十分とされており、

不足の情報については使用者に対 して使用方法等の説明がパ ンフレット等でされているのが

現状である。以上の2点 をふまえ、上記(ア)～(エ)の 考え方に国際規格をにらみあわせた規

格基準の設定、検査方法の確立、ロッ ト毎の製品検査、追試サンプルの保管制度等の安全性

確保のシステム確立、そ して知的財産権を保障 した上での品名、酵素種別、ロット、力価、

配合成分の表示が必要と考えられる。

今回調査対象とした酵素製剤については市販流通品に的をしぼったが、食品メーカーのな

かには自社で開発 した酵素を使用 しているもの も多い。酵素製剤の規格等の設定にあたって

は流通品、自社開発品の両者を考えるべきであろう。

微生物の作用を利用 した製造方法には反応素子として酵素、死菌体及び生菌体等があり、

装置としては従来のバッチ式のもの、UF膜 利用を含めたバイオ リアクター等さまざまな組

み合わせが現在 も急ピッチで研究されている。FAO/WHO、FDA等 では従来か ら使用されて

きた酵素、菌体の再評価をはじめ、酵素、菌体、 リアクター固定化剤を含めた総合的な規格

基準の作定作業が行なわれているところであるが、我国では先般化学的合成品以外の食品添

加物としての リス ト化が行なわれたばかりで製造者側の技術の進展に対 して規格がないのが

現状である。今後は国際基準に照らし、国内関係法規との整合性をはかりつつ科学技術の進

歩に対応すべ く規格基準、検査法の制定を急がねばならない。検査体制の確立を図 り、情報

の収集を広 く行ない、企業、行政、研究機関連携を密にして科学技術の進歩に貢献すべきと

考える。
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(13)健 康食品及び機能性食品の衛生学的実態調査

(ど くだみ茶、ビタミンC加 工食品及び魚油加工食品)

ア 調査目的

今日、食生活は飽食の時代 といわれ、消費者の食に対する意識は、栄養摂取 という目的から

美容と健康、肥満防止、さらには成人病予防などを意識 した食生活へと移り変わってきた。

こうした背景の中で現在、各種のいわゆる健康茶と称す る製品が大量に流通 しているが、厚

生省は昭和62年 、薬事法の一部を改正 し、従来、医薬品以外には使用できなか った十薬を、 ド

クダミとして食品に使用で きることになり、従来か らの健康茶ブームとあいまって、一昨年よ

り ドクダミを原料とした健康茶がブームを巻 き起 こし、第2の ウーロン茶とまでいわれるよう

になった。

当班では、これら ドクダ ミなどのように、植物の茎 ・葉 ・花 ・実(根 、根茎は含まず)を 用

い、乾燥 不発酵、発酵、焙焼などの製法により製品化 したもので、水、温湯、熱湯で浸出、

もしくは煮だして飲用するものをいわゆる健康茶と位置づけ、衛生学的調査を行 った。

一方、ビタミンCは 、かぜの予防 ・治療、 しみ ・そばかすなど皮膚への色素沈着防止、ス ト

レスの緩和など美容と健康を求める消費者のニーズにマッチしていることか ら、種々の健康食

品が数多く販売されている。

また、不飽和脂肪酸の一種であるエイコサペ ンタエン酸(EPA)は 、イワシやサンマなど

の魚に多 く含まれ、抗血栓作用や血液中のコレステロールを低下させる機能、血小板凝縮抑制

効果などが確認され、魚を多く食べるエスキモー人に、心筋梗塞や脳梗塞などの動脈硬化性疾

患が少ないのはこのためといわれている。1982年 以来、EPAを 含有 している精製魚油がカプ

セル化され健康食品として販売されている。

そこで、本年度は、これらどくだみ茶、ビタミンC加 工食品及び魚油加工食品について衛生

学的調査を行 った。

イ 調査内容

(ア)実 施期間

平成3年4月 から平成4年3月

(イ)調査実施方法及び対象施設

総合卸売セ ンター内販売店4店 、薬局5店 、デパー ト1店 、健康食品販売店1店 の計11店

舗か ら購入 し調査 した。

(ウ)調査品目

(1)ど くだみ茶:15品 目(混 合11、 どくだみのみ3、 生薬1)〔 ティーパック7、 葉8〕

(2)ビ タミンC加 工食品:20品 目(国 産19、 輸入1)〔 穎粒7、 粒13〕

(3)動 物性油脂加工食品:6品 目(EPA5、 スクアレン1)〔 カプセル〕

(エ)検査機関

衛生研究所生活科学部食品研究科第四研究室及び栄養研究科食品分析研究室、微生物部細

菌第一研究科真菌研究室並びに多摩支所衛生細菌研究室
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ウ 試験検査方法

(ア)細 菌検査

細菌の検査は、食品衛生検査指針による方法で行った。

真菌の検査は、食品衛生検査指針による方法で行った。

(イ)化 学検査

食品添加物、農薬、 ヒ素及び重金属、カビ毒、異物、酸価、過酸化物価、PCBの 検査は、

公定法に準 じて行った。

総臭素は、検知管法により行った。

放射能は、NaI(Tl)シ ンチレーションディテクターで134Cs及 び137Csを 測定 した。

(ウ)栄養分析

クエルシトリン、イソクエルシ トリン、及びビタミンEは 、高速液体 クロマ トグラフィー

により行 った。

ナ トリウム、カ リウムは、原子吸光分析法により行 った。

ビタミンCは 小高らの方法により行 った。

脂肪酸分析は、ガスクロマ トグラフィーにより行った。

工 検査結果及び考察

(ア)ど くだみ茶(表1～ 表4)

(1)表 示は、食品衛生法違反の ものが2検 体(固 有記号な し)、 薬事法に抵触するものが2

検体あった。また、JHFAの 認定マークと非常に似ていたものが2検 体(同 一業者)で

あり、調査した結果、架空の財団法人名を用いて業者が独 自に作成 したもので、消費者が

JHFAの 認定マークと異認 して購入 して しまう恐れがあると思われた。

(2)原 材料別にみると、どくだみ以外に、はと麦、ウーロン茶など何種類 もブレン ドしてい

るものが多かった。このことは、ブ レン ドすることにより飲み易 くし、商品価値を高める

ためと思われる。

(3)細 菌数では、東京都の指導基準(10万/g)を 超えた高い値の もの もあったがこれ らは

主に製造方法に起因すると思われ、熱いお茶として飲むことを考慮すればさほど問題ない

と考えられる。

(4)真 菌では、製品より大きな差がみ られ、高い検出数を示すものがあった。マイコ トキ シ

ン産生菌も検出されたが、水分活性を考えると問題はないと思われる。なお、培養試験に

おいても毒素は産生せず、また、製品か らもカビ毒は検出されなかった。

(5)ど くだみ茶か ら検出された安息香酸は、微量であり天然由来であると考えられる。

(6)ど くだみ茶13検 体か ら検出された総BHC、 その中で、同時に5検 体から検出された総

DDTは 、日本茶の基準を下回り問題ないと考えられる。(同 一検体か ら最高総BHCが

0.08ppm、 総DDTが0.08ppm検 出された)

(7)総 臭素はすべての検体から検出され、小麦の残留基準値である50ppmを 超えたものが9

検体、その中で、100ppm以 上検出された ものが5検 体(最 高236)あ り、これ らは、くん
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蒸剤の臭化 メチルが使用されたものと考えられる。

(8)検 出された鉛及びカ ドミウムは、極 く微量で、利用方法(熱 いお茶として飲む)や 過去

の浸出試験結果を考えれば問題ないと思われる。

(9)放 射能検査は、すべての検体が50Beq/kg以 下で問題ないと思われる。

(イ)ビ タミンC加 工食品及び魚油加工食品(表5～ 表6)

(1)表 示は、食品衛生法違反のものが2検 体(名 称)、 薬事法に抵触す るものが2検 体あっ

た。また、1回 当り又は1日 当りの摂取量を表示 して しないものが半数以上あり、消費者

が これ らを連続 して多量に摂取 した場合の過剰摂取による問題が危惧 される。

(2)細 菌数は、ビタミンC加 工食品で、JHFAの 自主規格基準を超えたものが2検 体あっ

たが、これは乳酸菌によるものと考え られる。 しか し、乳酸菌を利用 していたにもかかわ

らず、lg当 り10以下の ものが1検 体あり、これ ら乳酸菌などを利用 している製品の評価

を、今後検討す る必要がある。

(3)理 化学検査は、魚油加工食品のEPAか ら、総BHC及 びPCBが1検 体から検出され、

これは同一検体である。 しか し、検出された値は低 く、魚介類の暫定基準値などから判断

すると問題はないと思われる。

また、スクアレンのカプセルか らパラオキシ安息香酸エステル類が検出され、食品衛生

違反であった。このカプセルは、医薬品のものを使用 したものと考えられ、今後、こうし

たカプセル状の健康食品を検査 していく必要があると思われる。

(4)ビ タミンC加 工食品の栄養分析結果で、ビタミンC含 有量がJHFAの 定義から外れて

いたものが1検 体あり、製品100g当 り72gで あった。 これは輸入品であり摂取量表示は

されていたが、このような製品を消費者が多量に摂取 した場合、過剰摂取による健康影響

が危惧される。そこで、今後とも、輸入された健康食品を検査していく必要性があると感

じられた。

オ まとめ

今回の調査から、どくだみ茶については、(1)検出された農薬は、日本茶の基準を下回り、問

題ないと思われる。 しか し、同一検体か ら、総BHC、 総DDTが それぞれ0.08ppm検 出され

注 目される。(2)総臭素は、小麦の残留基準値である50ppmを 超えた ものが9検 体、100pp皿以上

検出されたものが5検 体(最 高236ppm)あ った。これ らどくだみ茶などの 「健康茶」の材料は、

東南アジアなどからの輸入が多いためと思われる。これ ら 「健康茶」の需要が今後 も増加する

ことが予想されるため、今後 も安全確認をする必要があると思われる。

一方、 ビタミンC及 び魚油加工食品については、(1)スクアレンのカプセルからパラオキシ安

息香酸エステル類が検出された。(2)1回 当り又は1日 当りの摂取量を表示 していないものが多

く、 ビタミンC加 工食品で含有量が多い もの、また、微量ではあるがEPAか ら、総BHC及

びPCBが 検出されており、消費者がこれ らを連続 して多量に摂取 した場合の過剰摂取による

健康影響が憂慮される。
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表1ど くだみ茶の細菌検査結果

表2ど くだみ茶の真菌検査結果

表3ど くだみ茶の理化学検査結果(そ の1)

BA:安 息香酸
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表4ど くだみ茶の理化学検査結果(そ の2)

表5ビ タミンC加 工食品の細菌検査結果

表6魚 油加工食品の理化学検査結果

PBA:パ ラオキシ安息香酸
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(14)国 内産野菜 ・果実の残留農薬実態調査

ア 調査目的

食品衛生法に基づ く食品中の残留農薬は、現在53作 物に残留する26農薬について設定 されて

いるが、厚生省では昭和53年 以来13年 ぶりに食品衛生法による農薬残留基準を見直 し、穀類、

野菜等約130作 物に対 し、農薬について新たな残留基準設定の作業を している。

一方、ポス トハーベス ト農薬を含め、食品中の残留農薬について消費者の関心は高く、社会

的にも食品中における残留農薬の検査 は、今後 とも必要性が増大 していくものと予想 される。

このような状況の中で、国内産野菜果実等に残留する農薬実態を把握するため、今年度は50

検体について残留農薬の検査をおこな った。なお、その内20検 体についてはいわゆる無農薬

(低農薬などを含む)栽 培の野菜 ・果実である。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成3年5月 か ら12月

(イ)対象品目

(1)検 査対象農薬:有 機塩素系農薬、有機 リン系農薬、その他農薬(表1の とおり)

(2)検 査対象野菜:一 般の野菜7作 物30検 体、無農薬栽培などの野菜14作 物20検体

(ウ)対象品目の収集方法

(1)国 内産野菜 ・果実

市場流通 している野菜 ・果実を検体とした。

(2)無 農薬栽培などの野菜 ・果実

市場流通 している、いわゆる無農薬栽培(低 農薬栽培などを含む)と して販売されてい

る野菜 ・果実を検体とした。

(エ)対 象施設

(1)国 内産野菜 ・果実(慣 行栽培)

多摩地区内のスーパー8ケ 所、その他2ケ 所

(2)無 農薬栽培など

多摩地区の無農薬及び低農薬栽培などの野菜 ・果実専門販売店3ケ 所

多摩地区のスーパー2ケ 所

(オ)検査機関

衛生研究所生活科学部食品研究科農薬分析研究室

(カ)検査法

食品衛生法第7条 に基づく食品、添加物の規格基準中、果実、野菜及び茶の成分規格の試

験法に準拠 した。

ウ 検査結果

(ア)国 内産野菜 ・果実(表2の とおり)

パセ リ4検 体中3検 体から、根 ショウガ8検 体中2検 体から、 ミニ トマ ト8検 体中4検 体
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から、 ピーマン4検 体中2検 体から農薬を検出した。

モヤシ2検 体、食用花2検 体、イチジク2検 体からは、農薬を検出しなかった。

また、食品衛生法の残留農薬基準に違反するものはなかった。

なお、農薬取締法による登録保留基準を超えて検出したものは3検 体あった。パセリの β

ーベンゾエピン0 .61ppmとTPN4.0ppm、 及びミニ トマ トのフェントエー ト1.3ppmで あった。

(イ)無 農薬栽培などの野菜 ・果実(表3の とお り)

20検体を検査 したが、食品衛生法の残留農薬基準に違反するものはなか った。また、農薬

取締法による登録保留基準を超えて検出 したものもなかった。

20検体中農薬を検出 したものは、4検 体で、みかん(皮)の フェントエー ト0.03ppmとD

MTPI.5ppm、 ミツバのフェントエー ト0.03ppm、 キュウ リのプシミドン0.04ppm、 及びピ

ーマンのプロシミドン0 .03ppmで あった。

工 考 察

(ア)国 内産野菜 ・果実

(1)ミ ニ トマ トは近年消費量が増加 している作物であるが、本年度8検 体中4検 体から農薬

を検出し、昨年度(3/4)の 報告を合わせると、12検 体中7検 体と高率で農薬が検出さ

れていることか ら、今後 も検査を要す る作物であると考える。

(2)検 出農薬を見ると、プロシミドンが3作 物から4検 体、TPNが3作 物3検 体から検出

されていることか ら、使用頻度の高い農薬と思われるが、規制としては登録保留基準のみ

である。

(3)本 年度の調査では、4種 類の作物か ら12種類の農薬が検出されている。 しか し、今回示

された農作物中に残留する農薬に関する食品衛生調査会の答申の34農 薬のなかには含まれ

ていないもの もあるので、今後の基準値の設定が望まれる。

(イ)無農薬栽培などの野菜 ・果実

今回の検査では、無農薬と称される検体からは農薬は検出されなかったが、低農薬栽培と

して販売されている4作 物から、検出値 は低いものの農薬を検出 している。

これ らの野菜は、無農薬、低農薬野菜乏 して現実に販売されているが、現在その定義 とな

るものはない。今後これ らの販売形態については、消費者の期待に反しないよ うな科学的根

拠に基づ く定義づけが必要と思われる。
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表-1検 査対象農薬と国内産野菜果実(慣 行栽培)の 検体数及び検出数

(注)(▲)の 数は、検出数のうち登録保留基準をこえたもの

食:食 品衛生法に基づ く規格基準の対象農薬

登:登 録保留基準対象農薬

―459―



表-2平 成3年 度 国内産野菜果実の検査実施結果

▲:登 録保留基準を超えたもの

表-3無 農薬栽培などの残留農薬検査結果

無:無 農薬栽培 低:低 農薬栽培など
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(15)畜 水産食品における残留薬剤の実態調査

ア 調査 目的

わが国の畜産業は、食生活の洋風化、多様化にともない、畜産食品の需要が拡大するなかで

著 しい発展をとげてきた。特に、'昭和30年 代後半か ら50年代にかけて、食肉の消費は急速な伸

びを示 し、従来の零細な家畜飼養農家は、濃厚飼料による集団過密飼育の経営形態を積極的に

取 り入れることによって飼育規模の拡大を図ってきた。

また、わが国の水産業は、昭和30年 代後半からの養殖技術振興政策によって養殖技術の開発

に乗 り出し、一方で40年代か らの魚場汚染による沿岸漁業の減少や、昭和52年 の200海 里漁業

専管水域の設定による遠洋漁業の減少などの影響を受け、大規模養殖への転換が急速に進め ら

れた。

こうした畜水産業の経営形態の導入による近代化は、一方で過密飼育により発生する疾病の

予防のために動物用医薬品を多用 し、また飼料効率の改善を図るために抗菌性物質を添加する

など、薬剤を多 く使用することか ら、畜水産食品への薬剤の残留が食品衛生上重要な問題とな

っている。

こうした状況のなかで、昭和55年 度より国内外の畜水産食品における抗菌性物質の残留実態

を調査 してきたが、本年度 もひき続き養殖魚、食肉、鶏卵、蜂蜜等について抗菌性物質の残留

実態調査をおこなった。

イ 実施期間

平成3年4月 か ら平成4年3月

ウ 検査機関

衛生研究所乳肉衛生研究科食肉魚介細菌研究室及び食肉魚介化学研究室

工 検査品目及び検体数

(ア)養殖魚介類:あ ゆ、アジ、ひらめ、真鯛、生食用カキ、ホタテ貝、ブラックタイガー

(イ)食 肉:鶏 肉、鶏肝臓、豚肉、豚肝臓、牛肉、牛肝臓

(ウ)製品及びその他:鶏 卵、蜂蜜、食肉製品、いけすの水、うなぎ蒲焼、生ハム、生ソーセー

ジ、加熱ハム、加熱 ソーセージ

オ 検査項目

(ア)抗生物質:テ トラサイクリン系(TC系)、 ペニシリン系(PC系)、 アミノグリコシ ド

系(AG系)、 マクロライ ド系(ML系)、 サ リノマイシン、モネンシン、ラ

サロシ ド

(イ)サ ルファ剤:ス ルファジメ トキシン、スルファモノメ トキシン等

(ウ)合成抗菌剤:オ キソリン酸、ピロミド酸、ナ リジクス酸、 ピリメタ ミン、 クロピドール

カ 検査法

抗生物質の検査は、衛生研究所で開発した簡易系統別検査法(試 料をEDTA-2Naマ ッキ

ルベ ン緩衝液で抽出 しSEP-PAC-Cl、 カー トリッジで抗生物質を吸着させ、その溶液に

浸 したパルプデ ィスクM. luteus, B. subtilisB. cereusの 平板におき培養)を 用い、培養
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後阻止円を形成 したものについては、さらに公定法に準拠 して分別同定を行った。

キ 検査結果及び考察

(ア)養殖魚介類

(1)あ ゆ

あゆ9検 体を検査 したところ、4検 体からTC系 の抗生物質を検出した。部位別に見る

と、筋肉部では9検 体中2検 体からTC系 抗生物質を検出し、うち1検 体か らオキシテ ト

ラサイクリン(以 下OTC)を0.20μg/g検 出した。また、内臓では、9検 体中3検 体

からTC系 抗生物質を検出 し、うち1検 体からクロルテ トラサイクリン(以 下CTC)を

0.01μg/g、 また1検 体か らOTCを0.30μg/gそ れぞれ検出した。さらにエラでは、

9検 体中1検 体からOTCを0.50μg/g検 出した。

PC系 およびML系 の抗生物質は検出しなかった。

また、サルファ剤、オキソリン酸、 ピロ ミド酸、ナ リジクス酸はいずれの検体か らも検

出しなかった。

抗生物質を検出した検体については、関係機関に情報を提供 し業者指導を依頼した。

(2)ア ジ

アジ10検体を筋肉、内臓、エラの各部位に分けて検査 したが、抗生物質 は検出しなか っ

た。またサルファ剤、オキソリン酸、 ピロミド酸、ナ リジクス酸はすべて検出しなかった。

(3)ひ らめ

ひらめ11検体を筋肉、内臓、エラの各部位に分けて検査 したが、抗生物質は検出しなか

った。またサルファ剤、オキソリン酸、ピロミド酸、ナ リジクス酸はすべて検出しなかっ

た。

(4)真 鯛

真鯛を13検体検査 したところ、2検 体からTC系 の抗生物質を検出し、うち1検 体の筋

肉か らOTCを0.10μg/g検 出した。さらにこの検体は、内臓、エラか らもOTCを

0.30μg/gそ れぞれ検出した。

PC系 およびML系 の抗生物質及び、サルファ剤、オキソリン酸、 ピロ ミド酸、ナリジ

クス酸はすべて検出しなかった。

抗生物質を検出 した検体については、関係機関に情報を提供 し業者指導を依頼 した。

(5)生 食用かき

生食用かき16検体(殻 付10検 体、むき身6検 体)を 検査 したところ、すべての検体から

抗菌性物質は検出しなか った。

(6)ホ タテ

ホタテ5検 体を検査 したところ1検 体からTC系 の抗生物質を検出した。 しかし物質の

特定はできなかった。

今回、ホタテに抗生物質が残留 した原因は不明だが、抗生物質を飼料添加剤及び薬浴剤

として、幼生、稚貝の時期や、出荷時に使用 した可能性を考えらる。今後 もホタテにおけ
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る抗菌性物質の残留実態調査をおこない、原因を究明する必要があると思われる。

抗生物質を検出した検体については、関係機関に情報を提供 し業者指導を依頼した。

(7)ブ ラックタイガー

検査中

(イ)食 肉

国産品の結果を見ると、鶏肉は23検体中1検 体か ら、また鶏肝臓は、11検 体中1検 体か ら

TC系 の抗生物質を検出した。豚肉は31検体中3検 体からTC系 の抗生物質を検出し、高い

検出率(10%)を 示 した。また豚肝臓は17検体中2検 体か ら同様にTC系 の抗生物質を検出

した。牛肉は17検 体検査したが抗菌性物質は検出しなかった。 しか し牛肝臓を1検 体検査 し

たところTC系 の抗生物質を検出した。 この結果国内では、鶏、豚及び牛等の家畜に対 して、

TC系 の抗生物質が広く使用されていることが予想された。

一方、輸入品の結果を見ると、鶏肉は46検体中2検 体か ら、豚肉49検 体中6検 体か ら、さ

らに牛肉は、60検 体中1検 体か らTC系 の抗生物質を検出し、特に、豚肉は国産品と同様に

高い検出率(12%)を 示した。 この結果、諸外国で も、TC系 の抗生物質は広 く使用されて

いることが予想 され、今後 も抗生物質の残留 した輸入食肉が市場に出回る危険性があること

から、輸入食肉に対する監視を強める必要があると思われる。

(1)鶏 正肉、鶏肝臓

鶏正肉を69検 体(輸 入品46検 体、国産23検 体)検 査 したところ輸入品2検 体か らTC系

抗生物質を検出 し、うち1検 体か らOTCを0.20μg/g検 出 した。

国産品か らTC系 抗生物質を検出したが物質の特定はできなかった。その他の抗生物質

および合成抗菌剤は検出しなかった。

国産の鶏肝臓を12検体検査 したところ、1検 体か らOTCを0.10μg/g検 出した。

抗生物質を検 出した検体については、関係機関に情報を提供 し業者指導を依頼 した。

(2)豚 正肉、豚肝臓

豚正肉を80検 体(輸 入品49検 体、国産31検 体)検 査 したところ、輸入品6検 体か らTC

系抗生物質(CTCを0.02μg/g～0.05μg/gの 範囲)を 検出した。(OTCを0.10

μg/g検 出 した。その他の抗生物質および合成抗菌剤はいずれ も検出しなか った。国産

品は、3検 体か らTC系 抗生物質(CTCを0.10μg/g)を 検出した。その他の抗生物

質および合成抗菌剤は検出しなか った。

国産の豚肝臓を17検体検査 したところ、2検 体からCTCを0.Olμg/g～0.06μg/

gの 範囲で検出 した。その他の抗生物質および合成抗菌剤は検出しなかった。

抗生物質を検出した検体については、関係機関に情報を提供 し業者指導を依頼 した。

(3)牛 正肉、牛肝臓

牛正肉を77検 体(輸 入品60検 体、国産17検 体)検 査したところ、輸入品1検 体か らOT

Cを0.10μg/g、CTCを0.10μg/gそ れぞれ検出した。国産品か らは、抗菌性物質

は検出しなかった。その他の抗生物質および合成抗菌剤は検出しなか った。国産の牛肝臓
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を1検 体検査したところ、TC系 抗生物質を検出したが、物質の特定はできなかった。

(ウ)製品及びその他

(1)鶏 卵

鶏卵27検 体(国 産品)に ついて、抗生物質(TC系 、PC系 、AG系 、ML系)、 サル

ファ剤、および合成抗菌剤であるピリメタミンの検査をおこなったところ、抗生物質およ

び合成抗菌剤は検出されなかった。

(2)蜂 蜜

蜂蜜24検 体(輸 入品18検 体、国産品6検 体)に ついて抗生物質(TC系)、 サルファ剤

の検査をおこなったが、いずれ も検出されなかった。

(3)う なぎ蒲焼

うなぎ蒲焼(う なぎは輸入品)20検 体を検査 したところ、1検 体(中 国産)か らTC系

の抗生物質を検出したが、薬剤を特定することはできなかった。その他の抗菌性物質は検

出されなかった。

(4)食 肉製品

検査中

(5)い けすの水

いけすの水6検 体について、抗生物質(TC系 、PC系 、ML系)、 サルファ剤の検査

をおこなったところ1検 体(ア ジのいけすか ら採取)か らTC系 の抗生物質を検出した。

しかし、物質の特定はで きなかった。

ク 抗生物質及び合成抗菌剤を検出した食品の措置

(ア)抗生物質を検出 し、その物質名が特定された養殖魚介類、鶏肉、豚肉及び牛肉については、

生産者及び輸入元を管轄する自治体にその旨を情報提供 し、改善及び指導を依頼 した。

(イ)合 成抗菌剤を検出しその物質が特定された鶏肉及び豚肉は、輸入元を管轄する自治体に違

反発見の通知をした。

(ウ)抗菌性物質が検出されたものの、物質が特定されない場合や公定法の検出限界を下回るも

のは、参考資料に止めた。
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表-1薬 剤を検出した養殖魚

―465―



表-2薬 剤を検出 した食肉類
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